




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































女性活躍 非正規雇用 中小企業活性化 地方創生
2015年度 ３２ １１ ２６ ３１
2016年度 １４ ４ １５ １１
2017年度 １２ １１ ３ １０
2018年度 ８ ２ ６ ８
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（１）日本女子大学「女性のための再就職支援プログラム」の取り組み
　本事業は、第１節で取り上げた文部科学省の委託事業『学び直し再チャレンジ』
「として採択され、のちに日本女子大学独自の制度として運営された。2015年12月
からはBPに認定され、また翌年1月には厚生労働省の「教育訓練給付制度」 を利用33
できる講座として指定された。
　本事業は当初、日本女子大学の卒業生を中心としてスタートした。その対象は
キャリアにブランクのある女性であり、再教育および再就職の支援によって、優秀
な女性たちの社会復帰を達成することを目的とした。しかし近年では、受講者の動
機や背景にも変化がみられるようになっている。大卒後、継続して働いていた女性
が、スキルアップを目的として受講する、あるいは、就職難の煽りを受けてこれま
で非正規雇用を重ねてきた女性が、正規雇用へのキャリアチェンジを目的として受
講する、といったような多様化がみられた。また先にも述べたように、本講座は教
育訓練給付金制度の指定講座となり、雇用保険対象者は給付金を受けられるように
なった。こうした政策も受講者が多様化する要因として推測される。
　本プログラムの特徴としては、前期と後期の二期制をとっており、ほぼ1年の受講
期間を設けていることである。修了に向けては、必修7科目14単位と選択必修7科目
14単位の合計28単位を納める必要がある。また1年という期間には、学習者に対する
配慮が存在している。ひとつは、学習者が、就職した際の生活リズムを身につけら
れるという点である。すなわち「通学」は「通勤」のシミュレーション的な意味合
いを兼ね備えており、働き始めた時に実際の生活はどのようになるのか、家族との
時間はとれるのか、といったような確認作業を行うことができるのである。
　ふたつめは、受講者に対する支援をより深く行えるという点である。つまり、リ
カレント教育課程担当者は、1年という長い期間をかけて、受講者一人ひとりの人物
像を深く理解することにより、受講者の意向に沿ったキャリア支援が行えるという
ことである。本事業の概略では、家族やパートナーとの生活が、今もなお修了後の
進路や働き方に対して影響を与えていることが指摘されている。
　次に、本プログラムのカリキュラムについて述べる。本講座では、受講者に対し
て「現代社会で通用する力」の開発を行うとされている。「現代で通用する力」と
は、本講座に関する概略によれば、英語コミュニケーション力とITリテラシー、
キャリアマネジメントを指している。また、以上三つの力を身につけさせることは
本講座の柱とされており、これらの内容を中心に必修科目が設定されている。英語
コミュニケーション力とITリテラシーは、国際化した現代において、ともに必要不
可欠な能力であるとされ、キャリアマネジメントは「働くこと」をめぐる現在の社
会状況や、自身の能力・適性を知ることで、再就職に向けた視座を獲得させること
を目的として設定されている。なかでもキャリアマネジメントではグループワークに
よる授業を展開しており、自己開示をしながらお互いの考えを知る機会となってい
る。
　このほかにも商学や経営学領域の基礎科目、あるいは汎用性の高い資格習得に向
けた準備講座などが行われている。さらに本講座の担当講師は学外の実務専門家に
依頼しており、産業界に精通した専門家との関わりによって、より実態に即した情
報を得ることができる。講座内容はリカレント教育課程委員会を中心に検討されて
いるが、受講者のニーズや求人側の人材ニーズ等について聞き取りを行っており、柔
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軟な変更が可能である。また本課程の受講者は、学部の科目についても追加料金を
支払うことで受講でき、図書館等の学内施設を利用することもできる。加えて本講
座には通信制も設けられている。
　最後に、就職支援に関する取り組みを紹介する。まず日常的な支援としては、
キャリアカウンセリング、応募書類の添削、面接練習などが行われている。これらの
支援は講座修了後も利用することができる。本講座の後期修了後には、学内におい
て合同企業説明会を行なっている。また本講座を受講した者を対象とした、独自の
求人Webサイトも開設している。さらに本講座は、同学の女性キャリア研究所とも連
携を密にしており、受講者は研究所主催のシンポジウムや公開講演会等への参加が
可能となっている。
　本プログラムは当初、一時離職した女性のための再就職支援を目的としていた。
しかし、2017年2月時点での受講者の職歴に関するデータをみてみると、実態として
は非正規雇用者の割合（25.5%）は主婦の割合(43.5%)に次いで二番目に高くなってい
る。このことから、非正規雇用者における「学び直し」へのニーズはより一層高
まっていることが窺える。
（２）日本女子大学リカレント教育課程の課題
　まず課題のひとつとして挙げられるのは、「女性の再就職」に対する企業側の理
解不足である。本事業の報告書によれば、大学側が求人情報を得ること自体容易で
はないとされている。また実際に修了者を採用した企業においても、大抵の場合は
欠員補充といった形態が多いために、継続的な求人に結びつかないという。
　また再就職には、年齢面での困難も存在している。年功序列的な処遇を意識する
企業がいまだに存在しており、「管理職と年齢が逆転する」からといったような理
由で、キャリアブランク後の女性の採用に積極的ではないのである。
　さらに前項で述べたように、本講座を受講する者の目的およびニーズは年々多様
化している。そのために受講者間における知識・技能レベルの違いも課題として挙
げられる。受講直前まで働いていた女性と、家庭がひと段落したために働きたいと
考えている女性にはそのような差があって当然ではあるものの、どちらかのレベル
にあわせた教育内容では、それぞれのニーズを満足させることができない。日本女
子大学では、このような受講者の多様化に対応するための方策として、クラス分け
等を行うこととしている。レベルごと、あるいは目的ごとに、学習内容の見直しを
行うことが喫緊の課題であるといえる。
　最後に、家庭や仕事との両立に困難を抱える受講者の存在も課題として挙げられ
る。1年という長期のプログラムは、自身が修了後の生活の見通しをつけるうえで非
常に効果的であったと好意的な意見が寄せられる一方で、家族等の状況を踏まえ
て、受講するか否か、なかなか決断できない人々もいたという。こうした実態は、
長期の「学び直し」プログラムが学習者にとって、少なからず負担となっているケー
スがあることを示している。長期のプログラムがもつメリットはもちろん考慮され
るべきではあるが、今後の受講者の実態によっては通信制のさらなる拡大や短期プ
ログラムの創設など、柔軟な対応が求められるのではないだろうか。
　本プログラム開設の意義について、報告書では「特的のスキル習得や資格習得だ
けではなく、幅広い人を受け入れて『総合的な人間力』を育てていくこと」として
いる。すなわち単なる職業訓練に終始するのではなく、受講者のその後の人生まで
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の視野に含めた、社会的・経済的な自立を支援することこそが、本事業の目的であ
るといえる。実際、本講座の修了者からは「リカレント教育課程は職業斡旋所では
ありません」、「乗り越えようとするハードルを超えたことの喜びは大きい物で
す」といった感想が寄せられている。また、「…仲間たちと集い、助け合い、思い
切りガリ勉し、…お互いを見守り、時には手を差し伸べる」、「色々な方の人生に
触れ、又自分を振り返ることで必ず得るものがある」といったように、多種多様な
人々との出会いが、受講者の心理的なモチベーションになっている実態が窺える。
本事業は、第二章で述べた日本のリカレント教育の方向性、すなわちその人のキャ
リア形成を内包する、「成人に限定したセカンド・チャンスを与える教育」として
機能しているといえる。
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第４章　「学び直し」の課題と推進に向けた展望
第１節　「学び直し」における課題
　第１章では、日本の伝統的な雇用制度が崩壊し、それに合わせて非正規なる雇用
形態が生まれるまでを概観してきた。正規雇用者数は、近年徐々に回復傾向にある
ものの、非正規雇用者の増加はそれとは比べ物にならないほど進んでいる。また、
非正規雇用者が抱える業務量およびその内容にも変化がみられるなかで、従業員を
対象とした能力開発や自己啓発の機会はほとんど提供されていない。正規雇用者と
非正規雇用者の教育機会においても、著しい格差がみられた。そのため、非正規雇
用者には「学び直し」が求められるようになった。
　第２章では、近年、政府が推進を検討している「リカレント教育」の概念につい
て考察を行った。スウェーデンでは、様々な政策的含意のもとで「リカレント教
育」が提唱された。OECDでは、現代社会にみられる課題に対応する方策として「リ
カレント教育」が推進された。これらの取り組みから、本来の「リカレント教育」
には、教育の機会均等の実現と教育システム全体の再構築といった、ふたつのねら
いがあることがわかった。一方、日本においては①政府の成長戦略として、②高齢
化や雇用の多様化に対応した、個々人のキャリア設計のための手段として、③国際
化や情報化による社会変化に対応するための方策として、その推進が期待されてい
るところであり、スウェーデンやOECDとの本質的な共通点はみられなかった。日本
における「リカレント教育」の今後の方向性としては、単なる職業訓練としてでは
なく、個々人のキャリア支援を含めた「成人に限定されたセカンド・チャンスを与
える教育」であることを確認した。
　日本における成人の「学び直し」および「リカレント教育」は『学び直し再チャ
レンジ』事業やBP制度など、ふたつの政策をもとに展開されてきた。特に第３章で
は、成人の「学び直し」のなかでも、非正規雇用労働者を対象とした静岡大学や日
本女子大学などのプログラムについて検討した。そこでは、学習者個人の生活と密
接に関わる課題がみられた。
　ひとつは費用面での課題である。非正規雇用者は、生活の向上を求めて「学び直
し」に取り組んでいる。しかし、第１章で述べたとおり、実際には生活していくだ
けで精一杯な経済状況にあり、費用を捻出する余裕はないことがわかった。厚生労
働省の教育訓練給付は、再雇用に向けた「学び直し」に対する経済的支援策のひと
つとみなされているが、受給条件があるために「学び直し」を求める全ての成人が
利用できるわけではない。現在は雇用保険の対象範囲の拡大や教育訓練費の給付額
に関する見直しが行われており、今後の動向に注目したい。
　「学び直し」という行為そのものや、学習の成果に対する社会的評価の欠如も課
題として挙げられる。第３章第２項の日本女子大学の事例からも窺えるように、学
んだ知識技能に関係なく年齢的な観点から採用を拒む企業が存在した。出相は、従
業員の学習に対する企業の対応について意識調査を行っている。それによれば、企
業は学習の成果と仕事上の成果との関係性が不透明であるとして、積極的な評価に
踏み切らない傾向にある。さらに企業側は学修成果の具体的な活用については考え
ておらず、学習の成果と仕事の成果との関係性を明らかにする方法すら検討していな
かった。また企業内ではいまだに年功序列が尊重されており、若年層の管理職登用
が実現しづらい状況にあることが判明した。
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　さらに同調査では、従業員個人の学習に対する企業側の時間的な支援の実態に関
しても明らかにしている。それによれば、従業員は人員削減による業務内容の増加
などが影響して、「学び直し」に踏み切ることができていないという。また企業側
も、会社の枠外における自己啓発については自己責任とみる傾向にあった。こうし
た企業風土や意識は、労働者個々人あるいは大学側からの働きかけのみで改善を図
ることは難しい。第１章で述べたように、日本の企業は「職務遂行能力」という属
人的かつ基準の曖昧な能力を重視してきたため、従業員個々人の能力と業務上の成
果を結びつけることに対応できていないのである。一方で、出相は、調査の結果か
ら、学習の成果を生かす機会の確保に前向きな企業が存在するとしたうえで、どこ
か一社から「学び直し」を評価する流れを作ることができれば、日本企業の横並び
性質によって、雪崩的に導入が進むのではないかとも述べている。好事例をより積
極的に公開するなど、政府の取り組みが期待される。
　非正規雇用者を対象とした「学び直し」プログラムが少ないことも課題である。
第３章において、『職業実践力育成プログラム』には、重視すべきテーマとして4つ
の分野が挙げられたと述べた。しかし、前章第2節に提示した表７からもわかるよう
に、4分野のうち、「女性活躍」「中小企業活性化」「地方創生（地域活性化）」を
目的としたプログラムが多いなかで、「非正規」を対象としたプログラムは全国的
にみてもほとんど手がけられていない。その要因については、例えば前章で紹介し
た静岡大学の事例に手がかりがある。フリーターや引きこもりを対象に職業訓練を
行なった静岡大学情報学部では、教員側の「学び直し」の必要性や受講者に対する
就職支援の在り方など、正規の学生とは異なる困難さが浮かび上がっていた。教育
機関である大学が個人の就職に対してどこまで携わるべきなのか、非正規労働者を
対象としたプログラムを実施していくうえで改めて考えるべきであろう。
　「プログラム修了後のゴールの不透明さ」も課題である。前章の事例では、プロ
グラムを修了したものの、就職先を見つけることができない実態が浮かび上がっ
た。せっかく「学び直し」をしたにも関わらず生かすことができない、雇用を得ら
れない、生活の質が向上しないといったような事態は、非正規雇用者における「学
び直し」の根幹を揺るがしかねない。しかし、いいかえれば、これらの要因を改善
することで「学び直し」のニーズはより高まると考えられる。静岡大学における事
例のように、地域との連携を深め、地域産業のニーズを踏まえたプログラムを実施
することで、更なる雇用を生み出すことができるのではないだろうか。
　また、いずれの事例にも共通してみられた課題として「学業と家庭・仕事との両立
の困難さ」が浮かび上がる。先に述べたように、非正規雇用者の場合、日々の仕事
は生活の礎であり、欠かすことはできない。仕事を辞めて学習に集中することは不
可能である。特に女性の場合は、出産等によって一時的に離職した者もいれば、家
庭との兼ね合いで意図的に非正規雇用を選択した者もいる。体力的、精神的、ある
いは経済的にも「学び直し」に踏み切ることができない実態が想定される。「学び
直し」を負担と感じることなく、継続して学習を支援するしくみが求められる。
　2016年、文部科学省は社会人教育の実態を把握することを目的として、社会人学
生、企業、大学、社会人教育未経験者の四者を対象とした委託調査を行なった 。そ34
れによれば「大学等における学び直しを行いたい」「大学等で学び直しを行うこと
に興味はある」とした人々の割合は、およそ37.6%であった。
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　数値だけをみると、ほとんどの人々は「学び直し」を求めていないようにみえ
る。しかし、学び直しを阻害する要因について尋ねた項目をみると「学び直しへの
関心がない・必要性を感じない」と回答した成人の割合は22.2%と決して高くない。
特に25歳以上から35歳未満の若年層ほどその割合は低くなっており、20%を下回って
いる。反面、全世代を通して回答が多かった「費用が高すぎる」（37.7%）や「勤務
時間が長くて十分な時間がない」（22.8%）では、若年層ほど割合が高くなってい
る。このことから、社会人教育の未経験者は「若年層ほど学び直しに対する関心が
高い」ものの、費用や環境面での負担が大きいがゆえに「学び直し」に対して積極
的になれない傾向にあるといえる。
　これまで本論では、日本における「学び直し」およびリカレント教育について、
単なる職業訓練に終始するのではなく、学習者に対するキャリア形成支援を同時に
行うことが重要であると述べてきた。今回ふたつの事例を検討したことでわかった
ことは、学習者のキャリア形成支援においても同様に、単なる知識の伝達に終始し
てはならないということである。つまり学習者に対して雇用情勢に関する情報を提
供したり、自己の能力・適性と向き合わせたりすることだけがキャリア形成支援で
はないということである。静岡大学情報学部や、日本女子大学リカレント教育課程
の事例からもわかるように、学習者は多様な人々との関わりのなかから、学習に対
する楽しみを実感し、そして就職という結果に結びつけた。ともに学習する仲間と
の触れ合いのなかで、多様な生き方や考え方を知ること、そして「学び直し」の過
程を共有することなど、不安定な生活環境に身を置いてきた学習者は、こうした取
り組みのなかでようやく自分自身と向き合うことができるのである。リカレント教
育、特に非正規雇用に長らく身を置いてきた人々の「学び直し」にとっては、前章
で述べた「相互作用的および共有的な」キャリア形成支援こそが最も求められてい
るといえる。
　田中・向後（2016）は、学習に意欲的に取り組む「積極的関与」や、長期的に学
習を続けようとする「継続意志」が、一般大学生よりも放送大学の学生の方が高い
とする浅野の研究を踏まえて、オンライン大学に入学した社会人学生を対象に学習
継続要因に関する調査を行なった。
　この調査結果から、田中・向後は学習を継続する要因として「教員・教育コーチ
とのコミュニケーション」と「睡眠と休養の確保」を挙げた。社会人学生は自身の
休息時間を費やして学習を行なっている。しかし、個々人の休養が確保されていな
かったり、学業上の不安が解消されていなかったりする学習は、かえって継続が困難
になるというのである。オンライン大学はこうした不安要素に対して、電子掲示板
における学友間の交流や、無理のない学習計画の設定などによって学習者の継続要
因を保障しているのである。
　事実、先に挙げた2016年度の文科省の委託調査によれば、学び直しを行うための
要件として、「インターネットなどによる授業ができるシステムの整備」、「授業料
等の免除や奨学金等の充実」を求める声が多かった。これは「大学等に通う社会人
学生」の回答においても同様の傾向がみられ、企業側あるいは大学側に対するフレ
キシブルな配慮を求める意見が上位を占めた。
　「時間的な配慮」と「経済的な負担の解消」は、学び直しを行うための誘因であ
ると同時に、学習を継続させる仕組みでもある。さらに学習が継続・促進されるた
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めには「学友とのつながり」が重要であり、これらを意識した学習環境の設定およ
びキャリア形成支援を行うことが求められている。
第２節　「学び直し」の展望
　「時間的な配慮」と「経済的な負担の解消」を視野入れた学習プログラムの整備、
そして「学友とのつながり」の機会を確保することこそが、「学び直し」を推進す
るうえでの喫緊の課題であることは、これまで述べてきたとおりである。これらの
課題を解消する学習形態には一体どのようなものがあるのだろうか。
　そのひとつとして挙げられるのは通信制大学である。内山（2016）は、通信制大
学について「仕事と両立しながら大学で学べる柔軟な形態」という観点からその
ニーズが高まったと述べている。事実、文部科学省による成人の「学び直し」に関
する調査によれば、大学で学び直しを行っている約8割の学生が通信制を選択してい
た 。前節で挙げた文科省の委託調査においても「インターネットなどによる授業が35
できるシステムの整備」を求める意見が多かったことから、通信制大学における学
習は時間的および経済的な制約を抱える成人にとって、最適な学習手段であること
が窺える。
　通信制大学とは、印刷教材や放送、面接などによる授業で構成された、学位取得
が可能な正規の教育過程である。学位の取得が可能となった1950年代初頭には、勤
労学生や復員者など経済的な理由によって進学が困難な者に対し、「大学教育を開
放する目的に始まった」とされる（奥井，1991・川原，2014）。しかし近年では、
「生涯学習時代の到来と社会経済の高度化・多様化により、高等教育機関全体に対
する社会人の学びの需要は増加し，通信制大学もその受け皿となるべく教育改革や
規制緩和が行われ」るようになった（田島，2012）。
　2001年には大学通信教育設置基準が改正され、面接授業の代替としてメディアを
利用した学習形態および単位の取得が認められた。西田が述べるように「ICT技術の
導入は多くの通信制大学に影響を与え」ていることがわかる。また、インターネッ
トによる双方向のやり取りが可能となったことで、e-learning などの新たな教育方法36
も発展した（中西，2005）。e-lerningにはインターネットを用いた学生管理システム
や、学生間のコミュニティ形成機能なども兼ね備えられており、学生が孤立しないよ
うな工夫が施されている。第３章の事例で述べたように、学生同士の深い関わり合
いが実現できると考えられる。
　日本初の「インターネット大学」として開学したサイバー大学では、卒業単位とし
て求められる科目はすべて対面授業を必要としておらず、学習体験や演習活動はデジ
タル媒体によって提供されている。同学は成人の学習ニーズが高いとされるITと経営
分野を中心に据えた教育内容を提供しており、同校の入学者年齢分布によればおよ
そ4分の3が働き盛りの成人によって占められている。また同学の入学者に対するア
ンケート調査によれば、「現状の就労時間に大きな影響を及ぼさず、かつ職業・職
務に役立つ知識や技術の習得が可能であれば、学位取得を目指したい」というニー
ズがみられたという（川原，2014）。
　早稲田大学は、2003年度の大学通信教育設置基準の改正をきっかけに、1987年に
開設された人間科学部をベースとして、卒業に必要な全124単位をインターネットに
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よる授業によって取得可能な通信教育課程（通称『eスクール』）を創設した。こう
した取り組みの背景には「新たに社会人対応の学部の設置が求められて」いたこと
が挙げられる（西村・向後，2015）。同学では3つの学科が設置されており、eス
クール全体として毎年150名ほどを受け入れている。eスクールの特徴としては、通学
制の授業と対応した短時間の動画コンテンツや、英語や初年次教育における独自の
取り組み、学生同士の交流の場としてのホームルーム制度などが挙げられる。またe
スクールを受講する学生は30代から40代の成人が中心となっており、その動機につ
いては「職業上必要となる知識技術を身に付けたい」とする学生と「自分自身の可
能性を見出したい」とする学生が同程度に存在している（西村・向後，2015）。
　中西は、コンピューターおよびインターネットを用いた教育は、学習者の時間的
な制約を解消するとともに、経済的な負担も軽減し、独自の志向に基づく学習が可
能になると述べている。そして、これらオンライン上の教育手法を導入すること
は、学生数の減少に嘆く大学側にとってもメリットがあると指摘したうえで、「費
用と時間を節約した分、手厚い対面教育に時間と労力を費や」すことによってより
良い教育が実現できると主張する。
　以上述べてきたように、通信制、なかでもインターネットを活用した学習は、利
便性が高く、時空間的な制約を取り除いたという点において、「学び直し」を行う
成人から強い支持を集めている。仕事あるいは家庭と両立しながら、自身の志向に
基づく学習を行うことができるようになった。また一部の通信制大学では、メディ
アを用いた学習だけで卒業単位を取れるため、「学位の取得」を求める社会人教育
未経験者のニーズにも対応しているといえる。成人の「学び直し」に対する通信制教
育の貢献度は非常に高いといえるだろう。
　反面、通信制大学には、費用面における大学間格差や離脱率の高さ、およびそれ
に伴う学習者のキャリア支援の難しさなどの課題も山積している。特に費用面にお
ける大学間の格差は通学制の大学よりも顕著であり、メディアを活用する学校ほど
高額となる傾向がみられる（西村，2014）。これは学び直しの誘因のひとつとして
挙げた「経済的な負担の解消」と相反する実態である。例えば、先に紹介した早稲
田大学のeスクールは通信制教育を提供する私立大学のなかで最も高額な学費が必要
となる。西村が述べるように「高額な学費を用意できる学生だけがその恩恵を受け
られるといった不公平さがあることは事実であり」、奨学金制度をはじめとする学
費面での支援が求められる。
　現在ではBPにおいて、e-ラーニングやIT活用など、学生が受講しやすい工夫を備え
たプログラムが存在する。厚労大臣が認定した一部の講座については給付金が支給
されており、また、対象となる講座数も着実に増えている。今後は「非正規雇用の
キャリアアップ」をテーマとした講座の量的充実や、教育訓練給付金における給付
率の見直し、そしてそれに伴う政府の積極的な情報提供などが求められる。
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おわりに
　本研究では、様々な文献資料および事例をもとに、非正規雇用者に対する「学び
直し」の必要性を述べたうえで、今日推進されている「リカレント教育」の定義を
再確認するとともに、今後の「学び直し」における課題と展望を検討した。
　まず第１章では、日本における伝統的な雇用制度とその転換、およびそれに伴う
非正規雇用者の増大に焦点を当て、「学び直し」のニーズが高まった日本の社会的
背景について明らかにした。終身雇用制度が確立されていた当時の日本企業では、
内部完結型の人材育成が行われてきた。しかし、バブル崩壊を契機として非正規雇用
者の増大や、従業員に対する教育訓練費の抑制などがみられるようになった。こう
したなかで、労働者個人においては労働の流動化や人材の高度化に対応するための
方策として、企業側においては国際競争に対抗するための人材育成の場として、高等
教育機関における「学び直し」が求められるようになった。一方で、政府の各種調
査および佐藤の先行研究によれば、非正規雇用の増大は現在に至るま確実に進行し
ており、また彼らに対する能力開発と自己啓発の機会はほとんど提供されていない
状況にあった。さらに、彼ら自身においても、そうした取り組みについて消極的な
姿勢が窺えた。旧来の内部完結型の人材育成観が根強く残る日本企業の存在と、雇
用や収入が不安定な「非正規」という雇用形態とが、彼らの自立的なキャリア形成
における阻害要因であることがわかった。
「学び直し」に関する近年の政策的動向をみていくと、「リカレント教育」なる
概念が重視されていることが明らかとなった。そこで第2章では、今後、更なる発展
が期待される「リカレント教育」について、いま一度原点を辿る必要があると考
え、発祥国であるスウェーデンと、その普及に努めたOECDの背景と目的について検
討した。スウェーデンにおいては、高等教育の完全な機会均等の達成や、高騰する
教育費の抑制など、国内の政策課題に対応するための方策として、「リカレント教
育」が提唱されたことがわかった。続いてOECDでは、学校制度や産業界、生涯教育
の観点からみられた、近年の社会的な課題に対応するための方策として、その利用
が求められた。そして、スウェーデンとOECDに共通する「リカレント教育」の特徴
として、従来の学校教育システム全体の変革を前提とした点と、「教育機会の平
等」の実現を目的とした点の2種類が挙げられた。一方、日本では、①政府の成長戦
略として、②高齢化や雇用の多様化に対応した、個々人のキャリア設計のための手
段として、③国際化や情報化による社会変化に対応するための方策として、その推進
が期待されており、「リカレント教育」によって社会的な課題に対応しようとしてい
る点などにおいてはスウェーデンおよびOECDとの共通点がみられたが、本質的なふ
たつの特徴については検討されていなかった。本稿では、今後のリカレント教育の
方向性としては、非正規雇用者に代表される成人の「教育機会の不平等」の解消
と、学ぶ人の、その後の人生までを視野に入れた支援が考慮されるべきであると主
張するとともに、「成人に限定されたセカンド・チャンスを与える教育」としての
日本型リカレント教育の在り方を提言した。
　第3章では、日本における「学び直し」および「リカレント教育」が展開された
「学び直し再チャレンジ」事業やBP制度の事例に着目し、実態と課題について明ら
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かにした。本稿で扱ったのは、非正規雇用労働者をはじめとする、社会的・経済的
なハンディキャップを背負った人々が対象とされたプログラムであった。そこで
は、学習者個人の生活と直結した数々の課題がみられた。費用面、「学び直し」と
いう行為そのものや、学習の成果に対する社会的評価の欠如、非正規雇用者を対象
とした「学び直し」プログラムが少ないことやプログラム修了後のゴールの不透明
さなどが浮かび上がったなかで、本稿で紹介した静岡大学情報学部と日本女子大学
のいずれにもみられた課題として「学業と家庭・仕事との両立の困難さ」があった。
この課題については、文科省の委託調査でも明らかとなっており、社会人教育の未
経験者、特に若年層の者であるほど、「費用が高すぎる」、「勤務時間が長くて十
分な時間がない」などの理由から、「学び直し」に踏み切れない実態が明らかとなっ
た。ゆえに「時間的な配慮」と「経済的な負担の解消」は、学び直しを促す要因で
あると同時に、学習継続のための条件でもあることを確認した。
　さらに学習者のキャリア形成支援の観点からは、第3章のふたつの事例からもみて
とれるように、学習者同士の積極的なコミュニケーションおよび目標達成までの過
程共有が重要であることもわかった。職業訓練のみに焦点を置くのではなく、受講
者の修了後の在り方までを支援することが重要であると同時に、そのキャリア形成
支援においても、単なる知識の伝達に終始せず、多様な人々との関わりによる、相
互作用的および共有的な支援が行われるべきである。
　第4章では、「時間的な配慮」と「学友とのつながり」が確保された教育手段のひ
とつとして、通信制による学習を提案した。2001年の大学通信教育設置基準改正に
よって、メディアを利用した学習形態および単位の取得が認められた通信制大学は、
双方向のやり取りが可能なe-learning などの新たな教育方法を利用し、利便性が高
く、時空間的な制約を取り除いた学習を提供している。さらにはインターネットを
用いた学生管理システムや、学生間のコミュニティ形成機能などによって、受講者同
士、あるいは受講者と教員とのやり取りを可能とし、孤立しない工夫も行われてい
る。また、文科省の委託調査の結果において、「学位の取得」を求めるとした社会
人教育未経験者のニーズにも対応しており、成人の「学び直し」における通信制教
育の貢献度は非常に高いといえる。しかしながら、通信制大学には、費用面におけ
る大学間の格差や離脱率の高さといった、通信制大学ならではの課題もみられた。
特に費用面における課題は、成人の「学習の機会」の保障を阻害する一要因であ
る。
よって、今後に残された課題として、次のふたつが挙げられる。
第一に、「学び直し」および「リカレント教育」に関する取り組みについて、本
稿ではわずかふたつしか検討することができなかった。これは、そもそも非正規雇
用者を対象とする講座がわずかであること、菅見の限りでは「再チャレンジ支援」
やBP制度に関する事例あるいは先行研究がほとんどみられなかったこと、またBP制
度においては開始からまだ4年しか経過していないことなどが要因として挙げられる
が、それでは実態に沿った研究は行うことができない。実際に講座を実施している
高等教育機関でインタビュー調査を行い、講座ひとつひとつの特徴や工夫を捉えた
り、受講者のニーズについて検討したりすることで、成人の「学び直し」について理
解を深めることができると考える。
第二の課題としては、本稿では、「学び直し」のニーズが高まった社会的背景とリ
カレント教育に関する歴史的背景および定義を中心に研究を行ったため、通信制大
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学を含む、通信制の学習に関する実態については、あくまでその概観を捉えたに過
ぎず、通信制の学習を提供する主体、例えば大学をはじめとする高等教育機関、民
間企業などの実態や取り組みを検討することができなかった点である。今後は、本
研究で得た成人の「学び直し」に関する三つの視点、すなわち「時間的な配慮」と
「経済的な負担の解消」、「学友とのつながり」から、通信制の学習における実践
と効果を中心として、さらに研究を進めていきたい。
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